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１．市民参画による開かれた行政の推進



１

(１)

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

実　　施　　内　　容　　（目　　標） 備　　　考

目 的
市の計画等をより良いものにするため、市民から意見及び情報を広く求め市民参
画を促進する。

市の基本的な計画等を策定する過程や市民の権利義務に関する条例等の制
定・改廃の検討過程において、市民の意見を反映させるため、パブリックコメント
手続きの基準を整備し、実施する。

企画政策課

　パブリックコメント手続きの整備

全 体 計 画

市民参画による開かれた行政の推進

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 企画部

市民の参画と協働の推進

市民の参画機会の拡充

　パブリックコメント手続き基準（指針）の策定

備　　　　　　　　　　考

年

度

別

計

画

年 度

　パブリックコメント手続きの調査・研究

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
指
針
に
基
づ
き
実
施

－1－



１

(１)

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

実　　施　　内　　容　　（目　　標） 備　　　考

目 的
「市民とともにあゆみ、市民と協働するまちづくり」を実現させるために、市政方針
や市の施策などを、市長が地域に出向いて市民に説明することにより、市民の市
政への関心を高めることを目的とする。

奈良市自治連合会を核として、自治連合会の８ブロックを単位とし、それぞれの
地区へ出向いて実施する。
また、各種市民活動団体やＮＰＯなどに対しても、同様に実施する。

市民サービス課

 タウンミーティングの実施

全 体 計 画

市民参画による開かれた行政の推進

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 市民生活部

市民の参画と協働の推進

市民の参画機会の拡充

地区自治連合会を主体に、ブロック別に実施

　　　　　　　　　　　　　　　各種市民活動団体やＮＰＯ
　　　　　　　　　　　　　　　などに対しても、同様に実施

備　　　　　　　　　　考

年

度

別

計

画

年 度

奈良市　行財政改革　実施計画

継
続
実
施

継
続
実
施
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１

(１)

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

未　実　施

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

備 考

準　　　備

年

度

別

計

画

年 度

市民からの要請により市の施策を説明し、市政への理解を求める。

あらかじめ定めた事項（施策や制度等）について、市民からの要請により出向いて
説明を行う。事項は市民の要望により常に検討を加える。全 体 計 画

目 的

備　　　考

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 総務部 広報課

 まちかどトークの実施

市民参画による開かれた行政の推進

市民の参画と協働の推進

市民の参画機会の拡充

奈良市　行財政改革　実施計画

実
 
 
 
 
 
　
施
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１

(１)

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

ＦＡＱ：英語のＦｒｅｑｕｅｎｔｌｙ　Ａｓｋｅｄ　Ｑｕｅｓｔｉｏｎｓの略で、「頻繁に尋ねられる
　　　　質問」という意味で、よくある同じような質問に対してのＱ＆Ａ集のこと。

備　　　考

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 市民生活部 市民サービス課

 コールセンターの設置

市民参画による開かれた行政の推進

市民の参画と協働の推進

市民の参画機会の拡充

市民から市役所への問い合わせ先を一元化することにより、市民の利便を図ると
ともに、事務の効率化を図るため、コールセンターを設置する。

市民の求めているコールセンターへの期待、全体像を検討しつつ、コールセンター
の実現に向けて、業務の範囲、運営体制等の検討、設備、セキュリティの検討、
費用対効果の予測、試行運営等を経て、コールセンターの本格稼動を行う。

全 体 計 画

目 的

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

備 考

既にコールセンターを導入している自治体の調査、視察研
修、設置のノウハウ等の事前準備を行う。

基本仕様の検討、費用対効果の予測等を行い、ＦＡＱの整
備、試行運用を行う。

試行結果の分析等を行い、本格稼動を図る。

年

度

別

計

画

年 度

奈良市　行財政改革　実施計画

 
本
格
稼
動

設置
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１

(１)

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備　　　　　　　　　　考

年

度

別

計

画

年 度

 市民政策アドバイザーの設置

全 体 計 画

市民参画による開かれた行政の推進

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 企画部

市民の参画と協働の推進

市民との協働の推進

目 的
多様化する市民のニーズ、高度化する行政需要に対応するため、各分野におけ
る専門的知識を有する市民の声を市政に反映しつつ、効率的・効果的な自治
体経営をめざす。

いろいろな分野ごとに市民から学識経験者を募り、アドバイザーとして登録し、意
見やアイデアを求め、市政運営の参考とする。

企画政策課

実　　施　　内　　容　　（目　　標） 備　　　考

実施要綱策定

アドバイザーの選定

奈良市　行財政改革　実施計画

　
意
見
・
ア
イ
デ
ア
を

 
参
考
と
し
た
市
政
運
営
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１

(１)

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

実　　施　　内　　容　　（目　　標） 備　　　考

目 的
市民参画の理念のもとに近隣社会のコミュニティー再生の観点から、まちづくりを
進めるにあたって、市民と行政が一体となって地域の問題を考え、安全・安心の
まちづくりを構築することを目的とする。

地域の安全・安心のまちづくりを構築するために、自治連合会単位で地域と行政
が一体となってまちづくりを進める。

企画政策課

（仮称）地域安全・安心ネットワーク事業の実施

全 体 計 画

市民参画による開かれた行政の推進

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 企画部

市民の参画と協働の推進

市民との協働の推進

調 　査・研 　究

検討委員会設置

備　　　　　　　　　　考

年

度

別

計

画

年 度

奈良市　行財政改革　実施計画

実
 
 
 
施
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１

(1)

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

市民から画期的なアイデアや斬新な発想に基づく企画提案を受け、奈良市発展
のための施策として具体化する。

 市民企画事業の創設

市民参画による開かれた行政の推進

市民の参画と協働の推進

市民との協働の推進

目 的

企画部 企画政策課

しみんだよりやホームページなどで市民に企画提案を募集し、一定の審査と公開
プレゼンテーションを経て実施施策の決定に基づき実施する。

備　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

                    実施要綱策定

全 体 計 画

年

度

別

計

画

　　　　　　　　　①市民から企画提案を募集
　　　　　　　　　②実施施策を決定
　　　　　　　　　③予算化

備 考

年 度

　　　　　　　　　④事業実施

奈良市　行財政改革　実施計画

　
①
〜
④
の
継
続
実
施
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１

(1)

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

全 体 計 画

年

度

別

計

画

備 考

年 度

市民との協働の推進

市民生活部

第１回検討委員会を７月６日に開催し、以降第５回まで検
討委員会を開催して指針（案）を検討

市民サービス課

検討委員会の委員は、公募者・学識経験者・NPO代表者・企業代表者・行政
（県・市）のメンバーで構成し、指針を策定する。
指針策定後においては、各課で実施計画を策定し、また、各部局の代表による
庁内連絡会議を活用し、協働を進めやすい体制作りを図り、事業を推進する。

備　　　考

目 的

第６回（５/27）、第７回（7/15)を開催し、９月に提言を受け
た後、意見募集を行い、指針を策定

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

市民公益団体と行政とが対等な立場でパートナーシップを築き、協働によるまち
づくりを進めていくために、「奈良市ボランティア・ＮＰＯとの協働のあり方に関する検
討委員会」を立ち上げ、協働のための基本的な指針や支援施策を策定する。

 「奈良市ボランティア・ＮＰＯとの協働のあり方」に関する指針の策定

市民参画による開かれた行政の推進

市民の参画と協働の推進

奈良市　行財政改革　実施計画

　
各
課
に
お
い
て

 
実
施
計
画
の

　
策
定
・
検
討

事
業
の
推
進
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１

(1)

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

年

度

別

計

画

年 度 備　　　考

・ホームページにボランティア・NPO等の紹介、市民活動についての情報を掲載
・ボランティア養成事業の推進
・ボランティア・NPO等の市民活動への支援
・情報の共有化の推進

ボランティアセンターの登録団体をホームページに掲載
ボランティアセンターにおいて、ボランティア養成講座を実施

　ボランティア・ＮＰＯ等との連携

市民との協働の推進

様々な分野で活動するボランティア・ＮＰＯ等と行政がそれぞれが持つ能力を活
かしながら、相互理解を深め、協働によるまちづくりを推進する。

市民生活部 市民サービス課

市民参画による開かれた行政の推進

全 体 計 画

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

目 的

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

市民の参画と協働の推進

奈良市　行財政改革　実施計画

実
 
　
　
　
　
施

－9－



１

(1)

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

　男女共同参画推進パートナーシップ事業

市民参画による開かれた行政の推進

備 考

年

度

別

計

画

・あすならフェスティバルの開催
・市民企画共催講座（あすなら市民講座）の実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・全国都市会議実行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員会発足

　エンパワーメント：  女性が「力をつける」こと。自らの意識と能力を高め、
                         政治的、経済的、社会的及び文化的に力を持ち、
                         社会を変革していく存在となること。

備　　　考

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

全 体 計 画

目 的

年 度 実　　施　　内　　容　　（目　　標）

・約１，５００人参加
・３講座３８０人参加

・男女共同参画推進サポーターの養成
・女性団体のネットワーク化

市民の参画と協働の推進

市民との協働の推進

・約1000人参加予定

市民生活部 男女共同参画課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・全国都市会議開催

市民と「あすなら」がパートナーシップを築き、お互いがエンパワーメントを図りなが
ら、男女共同参画社会の実現を市民に広くアピールする。

奈良市男女共同参画推進条例に基づく市民・事業者等との連携・協力により、
男女共同参画社会の実現に向けた取り組みを進める。また、この連携を、今後
予想される全国大会等への開催へと繋げていく。

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
　
　
　
実
　
　
　
施

－10－



１

（２）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考
ホームページ開設(平成１１年１２月）

５，０００ページ

新システムによる運用・情報提供の拡大

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

情報提供の充実

所管するホームページを各課で更新できるようなシステムの
導入

・ホームページの運用を広報課に一元化する。
・刊行物情報をインターネット上で提供する。
・各課がホームページコンテンツを作成できるパソコンの配置

全 体 計 画

年

度

別

計

画

年 度 備　　　考

２，４８４ページ

市民参画による開かれた行政の推進

公正で透明性の高い行政運営の推進

市民への情報提供等の充実

ホームページを広報媒体として積極的に活用することにより、市民への情報提供
を充実させる。

総務部 広報課

 ホームページにおける情報提供（各部署におけるホームページの作成・充実）

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

目 的

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
継
　
続
　
実
　
施

－11－



１

（２）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

全 体 計 画

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

しみんだより等の全戸配布

総務部 広報課

目 的

備 考

年

度

別

計

画

検      討

自治会（連合会）の市政にかかわる業務を整理し、応分の
経費（自治会交付金）を算定

自治会にアンケート（自治会未加入世帯への配布の可否・
しみんだより等配布の負担・宅配配布に対する意見等）を
実施し、それに基づき方針を決定

年 度 備　　　考

市民参画による開かれた行政の推進

公正で透明性の高い行政運営の推進

市民への情報提供等の充実

未配布世帯数（推定）
５，０００～６，５００

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

しみんだより等の全戸配布

 しみんだより等の全戸配布

全戸配布目標達成

奈良市　行財政改革　実施計画

方
針
決
定
に
基
づ
き

、
全

戸
配
布
に
向
け

、
改
善
実

施
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１

（２）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

積極的に情報公開することにより、透明性の高い市政を実現する。

公開の対象及び開示請求者の範囲拡大を図るとともに、請求方法の多様化
等により市民の利便性を向上させる。

行 革 番 号

市民参画による開かれた行政の推進

公正で透明性の高い行政運営の推進

情報公開及び個人情報保護制度の充実

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

　　情報公開の実施

実 施 計 画 名  積極的な情報公開の推進

所 管 部 課 総務部 情報公開室

目 的

全 体 計 画

行政文書開示請求
　　　　　　　　　１３５件
コピーサービス
　　　　　　　　　６５１件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報公開条例の改正

備　　　考

備 考

年

度

別

計

画

年 度

奈良市　行財政改革　実施計画

情報公開条例
の改正に向けた
調査・研究

　
　
積
極
的
な
情
報
公
開
の
推
進

－13－



１

（２）

② 情報公開及び個人情報保護制度の充実

 個人の権利利益の保護

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

個人の権利利益を保護することにより、公正で信頼される市政の推進を図る。目 的

全 体 計 画 個人情報を保護するため、職員の意識向上を図る研修を実施する。

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 総務部

市民参画による開かれた行政の推進

公正で透明性の高い行政運営の推進

情報公開室

備　　　考

備 考
個人情報の管理責任体制について、早急に第三者監査の導入の検討を要す
る。

年

度

別

計

画

年 度 実　　施　　内　　容　　（目　　標）

法律の改正に伴い
「奈良市個人情報
保護条例」改正

奈良市　行財政改革　実施計画

　
職
員
研
修
の
継
続
実
施

－14－



１

(２)

③

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

監査委員の監査に加え、より専門的・独立的な立場から、さらには情報公開の
信頼性・透明性を確保し、監査機能の向上を図る。

包括外部監査結果報告における指摘事項について、監査の結果に基づき、ま
たは監査の結果を参考にして事務改善を図る。

備　　　考

備 考

年

度

別

計

画

年 度

全 体 計 画

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

・包括外部監査を実施
・前年度の監査結果に基づき事務改善を行ない、改善措置を
  図った事項について公表

目 的

行 革 番 号

市民参画による開かれた行政の推進

公正で透明性の高い行政運営の推進

外部監査機能の活用

実 施 計 画 名 　外部監査制度の活用

所 管 部 課 財務部 財政課

　
　
　
 
 
継
　
続
　
実
　
施

奈良市　行財政改革　実施計画

－15－



１

（３）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

目 的

企画政策課

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 企画部

事務事業評価の公表

市民参画による開かれた行政の推進

行政評価システムの活用

市民への説明責任

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

全 体 計 画
評価結果を公表することにより、市民へ事業内容や施策をわかりやすく説明し、
透明性の高い行政の実現を図る。

市民への説明責任を果たすため評価の公表を進め、今後の事業見直しや施策
の重点化の検討に役立てる。

年 度 備　　　考

備 考

年

度

別

計

画

　公表方法と公表範囲の検討

　公表実施

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
継
　
続
　
実
　
施
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１

(３)

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 企画部

事務事業評価の活用

企画政策課

事務事業評価の実施

市民参画による開かれた行政の推進

行政評価システムの活用

目 的

年 度

全 体 計 画

時代の変化に対応した自治体経営の実現のため、政策・施策体系を確立し、よ
り効果的な事務事業を推進する。

評価システムを発展、継続実施していくことで、事務の改善・選択・重点化を図
り、予算編成への反映や総合計画における政策・施策の実現を進めていく。

備　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

施策評価：政策（市が目指すまちづくりの方向や目的を示したもの）の目的を達
成するための課題を示した施策ごとにその対象や意図、成果指標を明らかにし、
その達成度を測る仕組み

備 考

年

度

別

計

画

　約１，５００の事務事業について事後評価を実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　施策評価の導入・検討

　　　　　　　　　　　　　　　　　施策評価の実施

奈良市　行財政改革　実施計画

事
務
事
業

の
事
後
評

価
の
実
施

継
続
実
施
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２．行政体制の整備と人材の育成



2

（１）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

年

度

別

計

画

検　　　討

部(22→24）、課（123→129）　　合併に伴う組織増

協議・検討・実施

行政体制の整備と人材の育成

組織・機構の再編・整備

簡素で効率的な組織機構の形成

指揮系統の統一化を図るなど、簡素で効率的な組織をめざす。

総務部 総務課

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

 簡素で効率的な組織の再編

簡素で効率的な組織の運用及び指揮系統の統一化を目的に、組織の再編を
行う。

全 体 計 画

目 的

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
継
　
続
　
実
　
施
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2

（１）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

部内統括部門の設置

部内統括部門設置の基本ベースは経理の一括処理になるが、各所管により性
質が異なるため第一段階として、これらの問題点や予算要求との関連性を整理
する。

全 体 計 画

目 的

行政体制の整備と人材の育成

組織・機構の再編・整備

簡素で効率的な組織機構の形成

現在各課において事務処理されている業務のうち、経理などの業務を部内一括
処理できるシステムを検討し、簡素で効率的な事務処理系統を確立する。

総務部 総務課

備 考

年

度

別

計

画

検討（問題点整理等）

一　部　実　施

実　　　　　　　施

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
継
続
実
施

－19－



2

（1）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

検討・実施

地域振興課＋市民生活課＝市民サービス課を設置し、市
民総合案内窓口を設置・体制づくりの確立

体制づくりの検討

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

社会経済状況の変化による新たな行政課題や市民ニーズに即応した地方分権
社会に迅速に対応できる機動的な組織体制を確立する。

総務部 総務課

 新たな行政課題に対応できる体制づくり

行政体制の整備と人材の育成

組織・機構の再編・整備

機動的な組織の運用

目 的

昨今の急速な社会変動に伴い、新たな事業が発生した場合、迅速に対応でき
るようなシステムを構築し、行政事務の効率化・高度化の推進、広域化に対応
した簡素で効率的な組織・機構の編成を的確に推し進める体制づくりをめざす

全 体 計 画

年

度

別

計

画

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

奈良市　行財政改革　実施計画

　
継
　
続
　
実
　
施
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２

（１）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

年

度

別

計

画

備　　　　考

政策調整室においてグループ制導入

・企画政策課・西部出張所生活福祉課でグループ制を実施
・グループ制度の内容及び運用の浸透を図り、職員の意識改
 革を促進

実　　施　　内　　容　　（目　　標）年 度

検討・実施

事務事業の執行に最も適した体制を柔軟にとり、事務配分の合理化と繁閑期
の業務量の差を縮小するとともに、意思決定の迅速化を図る。

総務部

課内における業務内容に統一性がある、業務内容を地区で担当分けしている、
係内における職員の職制が異質である、係により繁閑の時期が異なる、係長一
人に対し係員が多く指揮監督に支障をきたす等の事例が見受けられる該当課の
自主的なグループ制への移管を図る。

全 体 計 画

目 的

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 総務課

 グループ制導入による組織のフラット化

行政体制の整備と人材の育成

組織・機構の再編・整備

機動的な組織の運用

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
継
　
続
　
実
　
施

－21－



２

（２）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

目 的

全 体 計 画

年 度 実　　施　　内　　容　　（目　　標）

本庁において分散する窓口サービスを１階フロア－で全て可能となる方策を検
討し、市民にとってわかりやすく便利な市役所を目指す。

備　　　　考

・申請の受付に対応する。それに加え、フロアマン（フロアマネージャー）を 配置
  し、市民を誘導する。
・福祉窓口については、１箇所にまとめるとともに、福祉対象者のあらゆる問題
  を受け止め、そこでできるだけ解決が図れる総合相談窓口を設置する。

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 関係各部

　　総合窓口の設置の検討

行政体制の整備と人材の育成

市民サービスの向上

各種市民サービスの充実

関係各課

・統括課及び目標年度の決定及び、どのような部門を総合窓口に
 含めるかを検討
・関係各課作業部会によるＩＴ化等の問題点の研究、計画策定
・福祉総合相談窓口の検討

備 考
商工労政課担当の消費生活相談窓口について、市民サービス課の市民相
談（法律相談等）と内容が重複するところが多いため、窓口一本化を検討す
る。

年

度

別

計

画

　調査・研究

・各年度毎の部分実施計画及び組織変更計画策定
・職員研修、フロアマン（フロアマネージャー等）配置

奈良市　行財政改革　実施計画

　
 
改
善
・
継
続
検
討
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２

（２）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

目 的

「戸籍届の受付け事務」と「現在戸籍の謄・抄本交付」のシステム化を計画する。
既存の「住民記録オンラインシステム」とデータを連動し、事務の効率化とコストの削
減を実現するとともに、関連戸籍を瞬時に検索・交付する。
　また、過去の戸籍である除籍についても移行作業を行って全てをコンピューター化す
る。

全 体 計 画

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

都祁行政センターにおいて実施

戸籍事務のコンピューター化

行政体制の整備と人材の育成

市民サービスの向上

市民課・住民課・各出張所・行政センター

備 考

年

度

別

計

画

各種市民サービスの充実

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

戸籍事務のコンピュータ化による処理効率の向上と処理時間の短縮を図ることで、
戸籍謄・抄本の発行時間を短縮し、市民サービスの向上を図る。

市民生活部・西部出張所

奈良市　行財政改革　実施計画

調
査
・
研
究

デ
ー
タ
入
力

段
階
的
稼
動
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２

（２）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

年

度

別

計

画

ネットワークの構築

ケーブルテレビ事業の実施

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

基本設計

行政体制の整備と人材の育成

地域イントラネット基盤施設整備事業により、学校、図書館、公民館、市庁
舎、出張所などの公共施設を高速大容量の通信回線で結ぶ「地域公共ネッ
トワーク」を整備する。この情報ネットワークを活用して各種の住民サービスを提
供するほか、行政事務の効率化を進める。また、同事業で整備した情報通信
基盤を利用し、地域ケーブルテレビ網の整備を行う。

全 体 計 画

目 的

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

市民サービスの向上

情報技術（ＩＴ）を使った行政サービスの提供

地域の情報通信基盤を整備し、市民がいつでもどこでも行政情報の提供を受
け、誰もが快適で質の高いネットワーク社会を享受し、地域の活性化と行政事
務の高度化・効率化を図る。

総務部 情報管理課ほか

地域情報通信基盤の整備

奈良市　行財政改革　実施計画

　
継
　
続
　
実
　
施
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２

（２）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

ニーズが高く、オンライン化阻害要因の少ない検診・各種
講座の申込及び施設予約状況の案内等を実施

備 考

対象事務・施設の拡大

年

度

別

計

画

備　　　　考

検  討

実 施 計 画 名

　奈良県及び県下各市町村が汎用受付システムを共同で構築し、講座申
込、施設予約、各種行政手続きの申請届出等適用業務を順次開発してい
く。

全 体 計 画

所 管 部 課

年 度

行政体制の整備と人材の育成

市民サービスの向上

情報技術（ＩＴ）を使った行政サービスの提供

目 的
　「いつでも」「どこからでも」「容易に」「安全に」行政に対する申請・届出等手
続きが可能となることによる市民サービスの向上及び行政事務の効率化

総務部 情報管理課ほか

 行政手続きの電子化（共同運営方式による電子申請・届出受付システムの導入）

行 革 番 号

奈良市　行財政改革　実施計画

 
 
継
　
続
　
実
　
施
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２

（２）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

年 度 備　　　　考

検索件数
１９，０００件

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

生涯学習に関わる情報を、公開端末からの情報提供及
び各公民館の業務端末での相談業務で活用

目 的

生涯学習情報提供システム（ならおっと）の学習情報（公民館の講座、団体・グルー
プ、学習施設、指導者等）をインターネットを通じて提供するための調査研究を行い、
併せてシステムのランニングコストの低減化の方策の検討もおこない、その導入を図
る。

全 体 計 画

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

市民の求める生涯学習情報は、生涯学習情報提供システム（ならおっと）を構築し
全公民館（24館）をオンライン化しているが、今後、インターネットを媒体とした提供
サービスを導入することで、効率的な情報提供と利便性の向上を図る。

社会教育部 社会教育課・生涯学習センター

 生涯学習情報提供システム（ならおっと）のインターネット化

行政体制の整備と人材の育成

市民サービスの向上

情報技術（IT）を使った行政サービスの提供

備 考

年

度

別

計

画

生涯学習情報提供システムのインターネット化による家庭からの情報
検索及び、地域イントラネットの活用による各施設の公開端末からの
情報提供が可能となるよう、システムの再構築を検討

システムの再構築及び稼動

生涯学習情報提供及び充実

奈良市　行財政改革　実施計画奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
継
続
実
施
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２

（３）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

目 的

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

 人事評価制度の導入

行政体制の整備と人材の育成

新たな人事制度の構築

新たな人事管理システムの確立

現在の年功序列の人事管理を改め、職員の能力・業績を生かすために公正か
つ納得性の高い、目標管理を基礎とした人事評価制度を導入する。

総務部

調査・検討

制度の内容及び導入プランの設計を行い、職員に説明したうえで、計画的に実
行するとともに、問題点については、常に見直し、精度を高めることとする。

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

検　　　　討

人事課

全 体 計 画

年 度 備　　　　考

備 考

年

度

別

計

画

制度の構築及び職員への協議・説明等

評価者訓練など制度の実施に向けての準備

奈良市　行財政改革　実施計画

　
段
階
的
実
施
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２

（３）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

調査・検討

調査・検討

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

社会経済情勢や国などの状況を踏まえ、諸手当等給与制度、運用についての
適正化を積極的に推進する。

総務部 人事課

 給与制度の改革

行政体制の整備と人材の育成

新たな人事制度の構築

新たな人事管理システムの確立

目 的

業務の性格や内容を踏まえつつ、特殊勤務手当等の諸手当の制度、運用など
給与制度全般について継続的に点検見直しを行う。

全 体 計 画

年

度

別

計

画

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

奈良市　行財政改革　実施計画

 
 
適
正
化
の
実
施
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２

（３）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

新たな人事制度の構築

新たな人事管理システムの確立

目 的

現在、作成している事務分担表を見直し、係内全体の事務量の割合や個人の
業務量を数字で表すことにより、限られた職員数で、より効率的、効果的な行政
運営ができる組織体制をめざす。

全 体 計 画

検　　　　討

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

課内、係内及びグループにおける事務量を把握することにより、適正な人事管理
や効率的な組織の運用を図る

総務部 人事課・総務課

 事務分担表の有効活用

行政体制の整備と人材の育成

備 考

年

度

別

計

画

事務分担表の見直し、作成

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
活
　
用
　
実
　
施
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２

（３）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

年 度

全 体 計 画

年

度

別

計

画

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

団塊の世代の退職をはじめとする職員構成の歪みや複雑多様化する諸課題に
対応するために、能力と意欲のある有為で多様な人材を積極的に採用するため
の中長期的な展望を持った計画を策定する。

総務部 人事課

 中長期的な採用計画の策定

行政体制の整備と人材の育成

新たな人事制度の構築

目 的

定員管理と人材の確保

検　　　　討

備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

定員適正化計画（平成１８年度から５年間）に基づく採用計画を策定するととも
に、さらに５年間の中長期的な採用計画を策定する。社会経済情勢の変化等
を踏まえ、常に見直しを図る。

定員適正化計画の策定

備 考

計画に基づく採用の実施

１５０人削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新たな定員適正化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計画の策定

奈良市　行財政改革　実施計画

　
継
　
続
　
実
　
施
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２

（３）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

新たな人事制度の構築

定員管理と人材の確保

目 的

より適正で透明性の高い採用試験の内容となるよう常に見直しを行う。全 体 計 画

検　　　　討

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

意欲と能力を備えた人物を確保するため、一定の技術職には専門試験を導入
するとともに、人物・適性を重視するため、面接試験の手法を整備実施する。

総務部 人事課

 専門試験の導入等試験内容等の改善

行政体制の整備と人材の育成

備 考

専門試験導入

年

度

別

計

画

調査・検討

奈良市　行財政改革　実施計画

　
継
　
続
　
実
　
施
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２

（３）

③

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

年

度

別

計

画

調査・検討　　一部実施（試行）

自己申告制導入

年 度 備　　　　考

管理職対象

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

調査・検討　　一部実施（試行）

管理職対象

他都市の実態及び水道局の現状を踏まえて検討し、人事評価制度との関連を
図りながら導入する。

全 体 計 画

行政体制の整備と人材の育成

新たな人事制度の構築

職員の勤労意欲の向上と組織の活性化

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

職員の職務に対する姿勢、業務目標、職場の問題点や提案を把握し、組織改
正や人事全般に活用するとともに、異動申告については、職員の希望を尊重し
つつ、所属長の意見、市全体の人事配置の均衡を配慮して判断する。

総務部 人事課

 自己申告制の導入

目 的

奈良市　行財政改革　実施計画

　
継
　
続
　
実
　
施

奈良市　行財政改革　実施計画
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２

（３）

③

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

年

度

別

計

画

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

その他管理職昇任試験の導入に向けて検討

目 的

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

行政体制の整備と人材の育成

新たな人事制度の構築

職員の勤労意欲の向上と組織の活性化

意欲と能力を有する有為な人材に活躍の場を与えるため、管理職昇任試験制
度の整備を図るとともに、現行の係長昇任試験の合格者を能力と実態に応じて
早期に任用を行う。

総務部

課長職昇任試験については、昇任の方針、昇任者数の設定、受験対象者の
設定などの判断の精度を高めるとともに、常に見直しを行うこととする。また併せて
その他の管理職昇任試験の導入についても検討する。

 昇任試験制度の改善

人事課

全 体 計 画

年 度 備　　　　考

課長職昇任試験は
平成１５年度から導入

奈良市　行財政改革　実施計画

　　
制
度
改
善
の
検
討
及
び
継
続
実
施

奈良市　行財政改革　実施計画
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２

（３）

③

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

総務課

全 体 計 画

年 度 備　　　　考

目 的

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

「一職場一改革」運動の推進

行政体制の整備と人材の育成

新たな人事制度の構築

職員の勤労意欲の向上と組織の活性化

各職場において改革目標を定め、職員を挙げて目標の達成に取り組み、身近な
ことの改革により、職員の意識改革を図る。

総務部

　　　　　　　１　各職場における改革目標を策定
　　　　　　　２　目標に向けての改革運動推進
　　　　　　　３　改革達成度の確認

１　年度、職場ごとに改革目標の策定
２　各職場での取り組み
３　改革達成度の確認

備 考

年

度

別

計

画

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

奈良市　行財政改革　実施計画奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
継
　
続
　
推
　
進
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２

（３）

④

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考
ＯＪＴ（ｏｎ　ｔｈｅ　ｊｏｂ　ｔｒａｉｎｉｎｇ）

仕事の現場で組織や業務に必要な知識や技術を習得させる研修

年

度

別

計

画

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

調査・検討
職員研修の実施

備　　　　考

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

 職員研修の充実と自己啓発を助長する職場環境の形成

行政体制の整備と人材の育成

新たな人事制度の構築

人材の計画的な育成・能力開発の推進

総務部 人事課

全 体 計 画

年 度

目 的
人材育成の観点から、職務遂行能力の向上や政策形成能力育成に資する研
修の充実を図る一方、管理・監督職によるＯＪＴの効果的な実施を促進すること
により、職場の活性化を実現するとともに、自己啓発を助長する。

研修体系全般を見直す作業の中にあって、特に人事評価制度と連携して研修
の充実と自己啓発の推進を図る職場風土を育成するとともに、研修で得られた
成果を行政の施策に活かすことのできるシステムの構築を検討する。課題などに
ついては、常に見直しを行う。

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
　
継
　
続
　
実
　
施
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２

（３）

④

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

委員会で検討し、体系的な研修内容を策定し、各レベルに
応じた研修を実施

・水道技術の継承制度検討委員会の設立
・「危機管理能力を身につける」を基本方針として、簡易
  な操作・作業内容を研修

備　　　　考

全 体 計 画

年 度

目 的
厚生労働省が制定した水道ビジョンの具体的な施策の一つとして、団塊の世代
の大量退職を目前に控え、水道事業の施設管理業務をはじめとする豊富な経
験やノウハウを有する職員から若手職員への技術の継承を図る。

水道局内に水道技術の継承研修制度を検討する委員会を設立し、先進都市
の調査をはじめ具体的な研修内容を検討し、実施していく。

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

水道ビジョンに基づいた水道技術の継承研修

行政体制の整備と人材の育成

新たな人事制度の構築

人材の計画的な育成・能力開発の推進

水道局業務部・技術部 総務課・配水課

備 考
水道ビジョンは厚生労働省が２１世紀の水道のあるべき姿を示し、安心・安定・
持続等の政策目標と具体的な施策等を提示したもの。

年

度

別

計

画

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
継
　
続
　
実
　
施
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２

（３）

④

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

年

度

別

計

画

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

実　　施

目 的

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

行政体制の整備と人材の育成

２３人

新たな人事制度の構築

人材の計画的な育成・能力開発の推進

意欲と能力のある女性の登用を拡大するために、休暇・休業制度の拡充等の勤
務環境や研修制度の整備を推進するなどにより、男女共同参画社会にふさわし
い人事制度とする。

総務部

性による職場の固定化を排する一方、派遣研修などにより女性職員のスキルアッ
プを図り、意欲と能力のある女性職員を適切なポストに配置する施策を推進す
る。

 女性管理職の登用拡大

人事課

全 体 計 画

年 度 備　　　　考

１８人

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
　
　
継
　
続
　
実
　
施
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３．施策の選択と効率よい行政経営



3

（１）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

年度　　　項目　
経常収支
比　　　率

公債費
比 率

２２年度 ９２％ １９％

２５年度 ８５％ １９％

備 考

年

度

別

計

画

　指数（経常収支比率・公債費比率）による数値目標
　を設定

　中期財政５ヵ年計画の策定

平成２２～２５年度

平成１６年度に、指数（経常収支比率・公債費比率）による数値目標を設定
したが、総合計画等との整合性を確保しつつ、新たな財政運営指針を作成
し、具体的実施項目の数値目標についても随時設定し、達成度測定を実施
する。

備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

行 革 番 号

実 施 計 画 名 　　財政運営指針の作成

施策の選択と効率よい行政経営

健全な財政運営の確保

中長期的な視野に立った財政運営

財政健全化を目指し、中長期的な財政計画を常時ローリングにより見直しな
がら、数値目標を樹立して、全庁的に取り組んでいく。

所 管 部 課

平 成 ２ １ 年 度

年 度

目 的

全 体 計 画

市
職
員
数

　
　
　
　
　
　
の
削
減

市
債
残
高

市
税
徴
収
率
２
％
増
加

企画部・財務部 企画政策課・財政課

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
計
　
画
　
の
　
推
　
進

　
　
計
　
画
　
の
　
見
　
直
　
し
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３

(１)

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

分析結果の施策へ
の反映

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

分析手法の検討
財務諸表の活用
策の検討

目 的

全 体 計 画

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

施策の選択と効率よい行政経営

健全な財政運営の確保

中長期的な視野に立った財政運営

財務部 財政課

　　バランスシート等による財政分析

財政健全化の推進のため、バランスシート・行政コスト計算書・キャッシュフローの
作成をもって、財源の有効的な運用を図れるよう分析を進める。

平成１２年度から、バランスシートの作成を進め、平成１5年度から、行政コスト
計算書を作成している。
平成１７年度からキャッシュフローの作成を進める。
今後、分析を実施し、公表していく。

備 考

年

度

別

計

画

分析の実施、公表

奈良市　行財政改革　実施計画

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
作
成

バ
ラ
ン
ス
シ
ー

ト
の
作
成

キ
ャ
ッ

シ
ュ

フ
ロ
ー

の
作
成
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３

（１）

①

部名 課名

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

行 革 番 号

実
績

平 成 １ ６ 年 度
地方公営企業法適用 使用料水準適正化

新料金適用

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

施策の選択と効率よい行政経営

健全な財政運営の確保

目 的

備　　　　考

中長期的な視野に立った財政運営

都市整備部 下水道管理課

　下水道事業の地方公営企業法適用と使用料水準の適正化の検討

全 体 計 画

実 施 計 画 名

所 管 部 課

公営企業法の適用は、経営状況の明確化・地方債制度の企業債適用・資
産の有効活用など企業経営に弾力性が期待される。また使用料水準の適
正化は、長期的な経営計画を踏まえた健全な事業運営を図るため、平成
19年度の改正を進めることとする。

公営企業法の適用は、他都市の事例研究から関係機関等との調整などを
進め、平成22年度以降での法適用を目標として事務を進める。
使用料については、平成18年度関係調整を進め平成19年度新料金の適
用・同22年度以降は体系の見直しも実施する。

使用料改定関連業務

備 考

年

度

別

計

画

年 度

平成２２年度以降法適用
予　　　　　　　　　　　定

奈良市　行財政改革　実施計画

事
前
調
整

及
び
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト

の
編
成

研
　
究
・
検
　
討

検
　
討
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３

（１）

①

部名 課名

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

年

度

別

計

画

年 度

実 施 計 画 名

所 管 部 課

廃棄物処理法の第５条の２に基づく国の基本方針において、ごみ処理を有料化す
ることが求められています。排出者負担の原則に基づき、基本的には必要な経費の
一部を排出者である市民に求めます。また、ごみの排出量に費用というインセンティ
ブを加えることにより、ごみ減量の効果が期待されます。

・清掃業務審議会に諮問・答申
・有料化方式の決定
・市民の意見募集
・条例化
・有料化の周知徹底

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

施策の選択と効率よい行政経営

健全な財政運営の確保

目 的

備　　　　考

中長期的な視野に立った財政運営

環境清美部 企画総務課

ごみ処理の有料化

全 体 計 画

行 革 番 号

実
績

平 成 １ ６ 年 度

奈良市　行財政改革　実施計画

有料化検討

有料化方式の決定

有料化実施

市民の意見募集
条例化

市民への周知徹底
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３

（１）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考
 水道ビジョンは厚生労働省が２１世紀の水道のあるべき姿を示し、安心・安
定・持続等の政策目標と具体的な施策等を提示したもの。

年

度

別

計

画

水道事業ガイドラインの検討

業務指標の分析を実施するとともに、水道ビジョン実施ス
ケジュールに基づきその施策目標を検討

水道ビジョンの諸施策を具体化し、事業計画に反映

水道事業ガイドラインの１３７項目の業務指標に基づき、
過去の奈良市水道事業の実績値から数値を試算し、現
状を把握

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 水道局業務部

水道ビジョンに基づいた水道事業の運営基盤の強化

施策の選択と効率よい行政経営

健全な財政運営の確保

中長期的な視野に立った財政運営

目 的

全 体 計 画

年 度 実　　施　　内　　容　　（目　　標）

厚生労働省が制定した水道ビジョンの施策を具体化し、効率的な事業運営
により将来にわたる安全で安定した給水の確保を図るとともに、市民から信頼
される水道をめざす。

日本水道協会規格水道事業ガイドラインの業務指標に基づき、現状把握・
分析・公表を行い、水道ビジョンの安心・安定・持続・環境などの施策を具体
化し、事業計画に反映させる。

備　　　　考

経営管理課

奈良市　行財政改革　実施計画

　
 
継
続
実
施
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３

（１）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

目 的

行 革 番 号

所 管 部 課 財務部 納税課

　市税徴収体制の強化

施策の選択と効率よい行政経営

徴収率の向上

実 施 計 画 名

健全な財政運営の確保

税収の確保と市債運用の適正化

滞納の要因を分析し、徴収計画を立て、職員による個別訪問の強化と、年
末・年度末に強化月間を設置する。

徴収体制の強化を図ることで、滞納者に対しては厳正な滞納処分を行うこと
により、徴収率の向上と税負担の公平を確保する。

年 度 備　　　　考

全 体 計 画

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

年

度

別

計

画

備 考

市
税
徴
収
率
２
％
増
加

奈良市　行財政改革　実施計画

①
新
規
滞
納
者
の
抑
制

②
分
割
分
納
の
管
理
徹
底

③
大
口
・
困
難
事
案
の
整
理

④
差
押
等
処
分
案
件
の
財
産
調
査
の

　
推
進

⑤
早
期
差
押
処
分
の
強
化

⑥
県
及
び
他
市
町
村
と
の
情
報
交
換

　
の
推
進
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３

（１）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

国・県・民間の同種サービスとの均衡を図るとともに、受益者・非受益者との
公平性の観点から適正な負担を求めるため、使用料・手数料の定期的な見
直しを図る。

全 体 計 画

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

検討されたものか
ら順次実施

施策の選択と効率よい行政経営

健全な財政運営の確保

税収の確保と市債運用の適正化

受益者と非受益者との公平性の観点から、使用料・手数料の見直しを図る。

財務部 財政課

　適正な受益者負担の検討

目 的

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

備 考

年

度

別

計

画

県等の同種サービスとの均衡を図るため、４件の手数料を
新設・改定

受益者負担の原則に照らし、妥当性を検証し、適切な
見直しを実施

奈良市　行財政改革　実施計画

見
直
し
検
討

－44－



３

（１）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

税収の確保と市債運用の適正化

適債性と後年度負担を考慮した運用

事業の実施においては、できる限り国・県等の財源確保を図り、市債の運用
においては、事業の適債性を十分検討し、後年度負担を考慮した発行額と
するとともに、財源措置のある市債の活用を図る。

発行額の抑制によ
る市債残高の削減

全 体 計 画

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

普通会計ベースで、平成１５年度と比べ、市債発行額を
３，９５３，７００千円削減

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

市債の借入に際しては、事業の適債性を十分考慮するとともに、発行額の
適正化を図り市債残高の削減に努める。

財務部 財政課

市債残高の削減

施策の選択と効率よい行政経営

目 的

健全な財政運営の確保

備 考

年

度

別

計

画

奈良市　行財政改革　実施計画

　
 
継
 
続
 
運
 
用
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３

(１)

③

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

経費の節減・合理化

全庁的に行財政改革（財政健全化）を進めるという意識と、各部門において
限られた財源の中で施策の選択を行うという観点から、一定の経費について、
各部へ大枠で予算を配分する方式について検討する。

財務部 財政課

予算編成方式の改革

施策の選択と効率よい行政経営

平成１８年度までに、問題点や方法を検討し、平成19年度に試行的な運用
をめざす。
平成２０年度以降、毎年予算編成方式を改善しつつ、枠配分予算方式を
確立していく。

全 体 計 画

目 的

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

健全な財政運営の確保

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

備 考

年

度

別

計

画

平成１７年度予算編成において、経常経費の一部につい
て配分する予算の枠を設定

奈良市　行財政改革　実施計画

 問題点整理
方法の検討

試　　行

実     施

－46－



３

（２）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

施策の選択と効率よい行政経営

事務効率の向上と行政コストの縮減

行財政運営の効率化・迅速化

事務効率の向上と行政コストの縮減を図るため、業務改革及び業務の情報
化を担う人材を育成し、各部門の情報技術を使った行政サービスを提供する
システムや内部事務を効率的、安定的、且つ安全に導入、運用出来るシス
テムを構築する。

総務部 人事課

 情報化・業務改革を担う人材の育成

目 的

　人材育成・研修計画の策定
人材育成基本方針の策定

１．人材育成計画の検討・策定
２．人事課研修との調整
３．セキュリティ研修との調整
４．研修実施・人材育成

全 体 計 画

年 度 備　　　　考

備 考

年

度

別

計

画

　人材育成・研修計画の検討

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
　
実
　
　
　
　
　
施
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３

（２）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

施策の選択と効率よい行政経営

事務効率の向上と行政コストの縮減

行財政運営の効率化・迅速化

電子文書により一貫して管理する総合的な文書管理システムを導入し、内部
管理業務の電子化により業務効率を向上させ、行財政運営の効率化・迅速
化の基盤を整備する。

総務部 総務課・情報管理課

総合的な文書管理システムの導入

目 的

文書の収受から起案、決裁、施行、保存・廃棄に至る文書事務処理を電子
化した総合的な文書管理システムを導入し、事務処理の効率化を図る。
なお、国、地方公共団体間の迅速な文書交換を実現した総合行政ネット
ワーク及び情報公開との連携を図る。また、これに要するパソコンについても逐
次増設を図る。

全 体 計 画

年 度 備　　　　考

備 考

年

度

別

計

画

調査・研究

試　行

文書管理システム導入

フォローアップ

奈良市　行財政改革　実施計画

　
調
査
・
研
究

継続実施
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３

（２）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

事務効率の向上と行政コストの縮減

行財政運営の効率化・迅速化

目 的

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

一人一台パソコンの整備

総務部

施策の選択と効率よい行政経営

情報管理課

年 度

全 体 計 画
電子政府・電子自治体による新しい行政サービスの推進等のインフラ整備
のひとつとして「一人一台パソコンの整備」を進めており、平成１６年度まで
に３０３台の配備を行った。今後、必要な部署への段階的な配備を進める。

年

度

別

計

画

平成１３年度から平成１６年度にかけて３０３台のパソコン
を配備済（１台／５．６人）

備 考

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

電子申請・届出等インターネットを活用した各種行政サービスの向上や、文書
管理・電子決裁システム等による庁内の意思決定の迅速化・ペーパレス化の
ため、一人一台パソコンの整備を図る。

備　　　　考

３０台配備

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
段
階
的
配
備
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３

（２）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

目 的

地方自治法施行令の一部（財務会計制度等）改正に伴い、出納事務の見
直しを行い、規則の整備及び事務処理の合理化、効率化を図る。

全 体 計 画

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

光熱水費の支払いを口座振替することにより、支出伝票の削減を行い、事
務処理の合理化、効率化を図る。

出納室

　経理事務の合理化

施策の選択と効率よい行政経営

事務効率の向上と行政コストの縮減

行財政運営の効率化・迅速化

備 考

年

度

別

計

画

地方自治法施行令の一部改正に伴う事務処理の検討

　他都市の調査

　検　　討

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
　
実
　
　
施
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３

（２）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

目 的

全 体 計 画
・消防局職員の被服貸与については、継続して実施していくが、５年を目途に
  職員の持点数等を見直す。
・環境清美部職員については、実施後、適宜貸与の内容を見直す。

環境清美部職員
３９８人対象

　　(持点数等の見直し)

実　施　内　容　(目　　標)

消防被服活動服等３６品目
を対象に点数制を実施

消防局職員
３３６人対象

備考

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

消防局職員・環境清美部職員の被服貸与については、点数制により与えら
れた点数内で職員が必要品目を申告し、貸与を受ける制度を導入すること
によって、個々の必要性に応じた被服の更新を図る。

消防局・環境清美部 職員課・企画総務課

 消防局職員・環境清美部職員被服貸与事務に点数制導入

施策の選択と効率よい行政経営

事務効率の向上と行政コストの縮減

行財政運営の効率化・迅速化

備 考

年

度

別

計

画

　　　　　　　　　　　　　　　　　環境清美部職員
　　　　　　　　　　　　　　　　　に点数制を実施

年 度

奈良市　行財政改革　実施計画

継
　
続
　
実
　
施

見直し後
継続実施

継
　
続
　
実
　
施

適宜見直し
継続実施
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３

（２）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

年

度

別

計

画

検　　　討

備　　　　考年 度 実　　施　　内　　容　　（目　　標）

備 考

収集時間変更周知

企画総務課

全 体 計 画

市民サービスの向上と効率的な収集を行うため収集開始時間を変更する。

通勤ラッシュ時を避けることで、収集業務の効率化を図り、市民のごみ排出を
容易にすることでサービスの向上を図る。現在の収集開始時間から１時間遅ら
せ、午前８時３０分からとする。

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 環境清美部

　ごみ収集体系等の見直し

施策の選択と効率よい行政経営

事務効率の向上と行政コストの縮減

行財政運営の効率化・迅速化

目 的

奈良市　行財政改革　実施計画

実
施

検
討
・
調
整
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３

（２）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

年

度

別

計

画

大型ごみ受付件数

備　　　　考

７１，０２１件

１００，０００件

年 度 実　　施　　内　　容　　（目　　標）

備 考 　システム導入時に、一時的にコストが増大する。

企画総務課・環境清美第一事務所

全 体 計 画

大型ごみ電話申込の増大に対応するため、電話受付処理システムを導入し、
迅速な事務処理を行う。また、将来大型ごみの有料化に伴う事務処理の複
雑化に対応し、事務効率を向上させる。

大型ごみ受付事務処理を電算化した電話受付処理システムを導入し、事務
処理の効率化を図る。また、インターネットを活用し、２４時間体制の受付を確
立する。導入時期については、有料化も含め検討する。

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 環境清美部

大型ごみ電話受付処理システムの導入

施策の選択と効率よい行政経営

事務効率の向上と行政コストの縮減

行財政運営の効率化・迅速化

目 的

検
討
・
調
整

奈良市　行財政改革　実施計画

運
　
用

システムの検討

システムの導入
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３

（２）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 企画部

　民間委託等実施計画〔事務事業（業務）の外部化〕の策定

目 的

全 体 計 画
各種事業の仕分けを行い、対象事業について関係機関との調整を図り、業
務の外部化を順次実施する。このため、平成18年度において（仮称）民間
委託等実施計画策定委員会を設置し計画を策定する。

施策の選択と効率よい行政経営

事務効率の向上と行政コストの縮減

民間活力の導入

企画政策課

事務事業・業務を外部化し行財政改革を推進するため、別途定める「職
員採用計画」と整合性を図りながら、専門的な知識等をもつ民間の能力を
活用し市民サービスの向上を図るよう民間委託等実施計画を策定する。

・（仮称）民間委託等実施計画策定委員会の設置
・民間委託等実施計画の策定

備　　　　考

調査・研究

調査・研究

対象事業の10％を
民間機関・団体へ
移管

備 考
　行政サービスの提供を民間に委ねることを前提にした業務の縮減・廃止や
将来の民間委託等を視野に入れた定員配置の見直し（再任用職員・嘱託
職員・臨時職員の活用）も含めて検討する。

年

度

別

計

画

年 度 実　　施　　内　　容　　（目　　標）

奈良市　行財政改革　実施計画

段
階
的
に
実
施
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３

（２）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

実 施 計 画 名

民間活力の導入

調査・研究及び一部導入

公募による選定対象の拡大

目 的
公の施設の管理について、多様化する市民ニーズにより効果的、効率的に
対応するためには、民間事業者の有するノウハウを広く活用することが有効
であるという考え方に基づき指定管理者制度を導入する。

備　　　　考

　指定管理者制度の導入

所 管 部 課 総務部・企画部 総務課・企画政策課

全 体 計 画

行 革 番 号

施策の選択と効率よい行政経営

事務効率の向上と行政コストの縮減

平成18年度から、従来から管理委託していた公の施設において導入する。
今後公募による指定管理者の選定を増やしていく。
直営の施設についても指定管理者制度の導入を検討する。

従来から管理委託していた公の
施設に指定管理者制度を導入

指定管理者制度に関する基本方針策定

備 考

年

度

別

計

画

実　　施　　内　　容　　（目　　標）年 度

奈良市　行財政改革　実施計画

　
継
　
続
　
実
　
施
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３

（２）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

民営化基本方針の策定

基本計画策定と段階的実施

基本計画に基づく実施

備 考

年

度

別

計

画

実　　施　　内　　容　　（目　　標）年 度

公立保育園の民営化に向けた基本方針と計画を策定し、計画に沿って民
営化を段階的に推進する。

保健福祉部 保育課

備　　　　考

目 的

民間の活力を導入し、公立保育園の民営化を行うことで、急速な少子化
対策の中での保護者の就労保障と子育て支援を行い、多様化する保育
ニーズに対応し、併せて公立保育園の人員の効率的な配置に資することを
目的とする。

全 体 計 画

行 革 番 号

施策の選択と効率よい行政経営

事務効率の向上と行政コストの縮減

民間活力の導入

実 施 計 画 名 公立保育園民営化計画の策定と実施

所 管 部 課

奈良市　行財政改革　実施計画

継
続
実
施

－56－



３

（２）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

 民間資金等活用事業（ＰＦＩ）の導入検討

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

備 考

奈良市ＰＦＩ基本指針（ガイドライン）を策定し、個別具体的事案が発生した
場合に遅滞なく対処できる体制を整える。

全 体 計 画

年

度

別

計

画

調　査　・　研　究

施策の選択と効率よい行政経営

事務効率の向上と行政コストの縮減

民間活力の導入

目 的

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

厳しい財政状況において、多様化する市民ニーズに応えていくための有効な
手段の一つとして、公共施設の設計・建設・維持管理・運営の各段階におい
て民間の資金、経営能力、技術的能力を活用するＰＦＩの導入を検討する。

企画部 企画政策課

基本指針の策定

奈良市　行財政改革　実施計画

　
　
導
入
の
検
討
・
実
施
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３

（２）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

地域の活性化と住みよいまちづくりに資するため、行政と大学とが長期にわたり
情報交換、協議、調査・研究を連携して行う。

　奈良女子大学との連携事業の実施

備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

全 体 計 画

年 度

年

度

別

計

画

目 的

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

施策の選択と効率よい行政経営

事務効率の向上と行政コストの縮減

民間活力の導入

　大学と連携したまちづくり

企画部 企画政策課

市内及び周辺に所在する大学と将来にわたる真のパートナーシップの確立を図
りながら、大学での調査・研究等の成果を地域社会へ還元し、地域がより活
性化し、発展するよう連携して取り組む。

奈良市　行財政改革　実施計画

　
大
学
と
の
連
携
の
協
議
及
び
実
施
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３

（２）

③

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

現行の公共工事コスト縮減対策に基づき実施

関係各課

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

年 度

目 的

　　　　　　検討委員会やワーキンググループを設置し、
　　　　　　現行の公共工事コスト縮減対策を見直す

備　　　　考

備 考

　建設三部の庶務担当課と工事発注課（建設三部以外も含む。）により公
共工事コスト縮減検討委員会やワーキンググループを設置し、奈良県の公共
工事コスト縮減対策に関する新行動計画（平成１３年３月策定、平成１３年
度～２０年度）や、国の公共事業コスト構造改革プログラム（平成１５年９月
１８日策定）を参考に、奈良市の公共工事コスト縮減対策を見直す。

全 体 計 画

年

度

別

計

画

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

調査・研究

　コスト見直しと検討プロジェクトチームの設置

施策の選択と効率よい行政経営

事務効率の向上と行政コストの縮減

公共工事コストの見直し

公共工事コストを縮減する。

関係各部

奈良市　行財政改革　実施計画

 
見
直
し
後
の
公
共
工
事

 
コ
ス
ト
縮
減
対
策
に
基

 
づ
き
実
施
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３

（２）

④

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

年

度

別

計

画

調査・研究

電子入札制度の検討

郵便入札の実施

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

情報化の進展などにより､電子入札などの新たな入札･契約制度の導入の検
討や諸手続きの合理化､簡素化を進める。

財務部 監理課

　入札制度の手続きの合理化

施策の選択と効率よい行政経営

事務効率の向上と行政コストの縮減

新たな入札･契約方式の導入

目 的

これまで改善してきた入札･契約制度の一層の定着､推進を図りながら､新た
な入札･契約方式の導入と諸手続きの合理化を推進する。

全 体 計 画

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

奈良市　行財政改革　実施計画

　
継
　
続
　
実
　
施

－60－



３

（３）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

年

度

別

計

画

　行政評価システム等による事業精査

年 度 実　　施　　内　　容　　（目　　標）

全 体 計 画
行政評価システムの活用等により、事務事業の見直しを実施して縮小・廃止の
精査を行う。またこれと併行して、各事業の終期設定の可否の判断も行うことと
する。

備　　　考

約１，５００事業

施策の選択と効率よい行政経営

事務事業の整理・合理化

事務事業の見直し

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

目 的

事務事業の見直し

現行の事務事業（約１，５００）については、これまでのマイナスシーリングによる
画一的な見直しは限界であり、一件ごとの事業評価に基づく精査を進める。

企画部・財務部 企画政策課・財政課

奈良市　行財政改革　実施計画

継
　
続
　
実
　
施
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３

（３）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

　所管課において補助金要綱の策定

施策の選択と効率よい行政経営

事務事業の整理・合理化

補助金の見直し

企画部・財務部 企画政策課・財政課

補助金の整理合理化

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

年

度

別

計

画

年 度

調査・研究

　事務事業評価による個別評価実施

目 的

全 体 計 画

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

補助金については、行政効果やその補助金制度創設時の社会的背景と、現状
との比較分析を行い、整理見直しを図る。

平成１6年度当初予算での約３００件の補助金について、行政評価システム
における分析を進めるとともに、包括外部監査の結果に基づく見直しを進める。ま
た、各所管課において「目的規則」の意義を持つ要綱の整備を行う。

備　　　　考

奈良市　行財政改革　実施計画

要
綱
に
基
づ
き
交
付
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３

（４）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

道路・街路事業等の計画路線に優先順位を設定し、住民への説明責任を果た
せる形で着実に完成路線化できる計画を策定する。

路線等の精査を主要路線から段階的に検討し、その後に中長期計画の策定を
もって事業を進める。また、毎年度見直しにより実情に即した計画を設定する。

道路整備課・街路公園課　

事業箇所数等の精査による中長期計画の策定

目 的

全 体 計 画

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

施策の選択と効率よい行政経営

投資的事業の重点化

既定事業の見直し

建設部・都市計画部　

備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

備 考

年

度

別

計

画

事業精査を検討

調査・研究

年 度

奈良市　行財政改革　実施計画

計
画
の
推
進
及
び
見
直
し
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３

（４）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

施策の選択と効率よい行政経営

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 都市整備部

投資的事業の重点化

既定事業の見直し

集合処理方式（農業集落排水処理施設）から個別処理方式（浄化槽）への一部転換（併用）

東部下水道課

備　　　　考

全 体 計 画

平成１３年４月１日浄化槽法の一部改正により、個別処理（浄化槽）でも対応
できるため、集合処理から個別処理に一部切り替えること（併用）によって、事業
費の大幅な縮減、整備期間の短縮、効率化を図る。

目 的

集合処理（農業集落排水事業）　戸数　４７１戸を個別処理（浄化槽設置整
備事業）へ転換することによって、事業費の大幅な軽減が図られる。
着手時期　平成１５年度　終了予定時期　平成２７年度

備　　　　　　　　　　考

年

度

別

計

画

年 度

　浄化槽設置（年次別計画に基づく）

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

　　　　　　　　　　　　　　　　

奈良市　行財政改革　実施計画

継
　
続
　
実
　
施
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３

（４）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

年 度 実　　施　　内　　容　　（目　　標）

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

備　　　　考

目 的

全 体 計 画

施設等の建設計画に際しては、運営コスト・スクラップアンドビルド・施設複合化
等の多方面な検討をもって決定する。

新規建設計画の樹立にあたっては、後年度の運営コスト等に十分配慮し、関係
部署の事前調整をもって決定する。

施策の選択と効率よい行政経営

投資的事業の重点化

新規事業の検討

企画部 企画政策課

施設建設の事前調整の強化

事前調整の実施

備 考

年

度

別

計

画

奈良市　行財政改革　実施計画

事
前
調
整
の

検
討

継
　
続
　
実
　
施
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３

（５）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

全 体 計 画
公共施設について、存在意義、コストと成果、利用状況等の観点から総点検
し、廃止・統廃合・転用・再配置など抜本的な見直しをする。

備 考

年

度

別

計

画

　公共施設見直し案検討

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 総務部・企画部

 　公共施設の閉鎖等検討

施策の選択と効率よい行政経営

公共施設の効果的・効率的な配置と運営

公共施設の見直し

総務課・企画政策課

目 的
公共施設については、利用者のニーズや利用状況を的確に把握し、社会情
勢の変化などにより市民ニーズの無くなった施設は閉鎖するなど、施設配置の
抜本的見直しを図る。

備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）年 度

 外郭団体が管理する施設の現状調査

奈良市　行財政改革　実施計画

実
　
施

公
共
施
設

見
直
し
計
画

策
定
及
び
実

施
準
備
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３

（５）

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

年

度

別

計

画

　検　　　討

　管理運営方法の抜本的見直し
　管理コスト縮減の検討

継続検討

施策の選択と効率よい行政経営

公共施設の効果的・効率的な配置と運営

公共施設の見直し

目 的

公共施設の運営については、利用者の側に立った弾力的な対応を行うと
ともに、効率的な管理運営を行い管理コストの縮減を図る。

全 体 計 画

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

公共施設の管理運営方法の抜本的な見直しを行い、管理コストの縮減を
図る。

総務部・企画部 総務課・企画政策課

公共施設の管理運営方法の改善

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

奈良市　行財政改革　実施計画

実
　
施
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３

（5）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

実　　施　　内　　容　　（目　　標） 備　　　　考

水間小学校跡地の活用について検討

(仮称）学校規模適正化検討委員会を設置し、奈良市立
小・中学校および幼稚園の適正配置について検討

(仮称）学校規模適正化検討委員会の検討結果に基づ
き、具体案の検討・実施

　小・中学校及び幼稚園の適正配置

全 体 計 画

少子化により、幼児児童生徒数が激減している地域と住宅開発に伴い急増し
ている地域が偏在している現状から、教育的効果があがる幼児児童生徒数を維
持するために学級規模・学校規模の適正化を図る。

目 的

年 度

施策の選択と効率よい行政経営

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 教育総務部

公共施設の効果的・効率的な配置と運営

学校教育施設の適正配置

教育総務課・学務課・学校教育課

奈良市立小・中学校および幼稚園の適正配置（統廃合・校区の見直し等）につ
いて調査・検討を行い、統廃合可能な施設について実施していく。
統廃合により不要となった教育施設については、他の公共施設への転用、地元
や民間による活用等を図る。

平成１６年４月１日に水間小学校を田原小学校に統合

備　　　　　　　　　　考

年

度

別

計

画

奈良市　行財政改革　実施計画

継
続
実
施
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３

（5）

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備　　　　　　　　　　考

年

度

別

計

画

年 度

・市次世代育成支援行動計画を策定
・保健福祉部・教育委員会連絡協議会において、幼保一
  体化事業などを調査研究

目 的

教育総務課・学務課・学校教育課・保育課

・「総合施設モデル事業」の調査研究の実施（１園）

・「総合施設モデル事業」の継続実施
・幼保一体化計画の策定

・幼保一体化計画の具体案の検討と実施

幼保一体化

全 体 計 画

集団保育の適正規模を考慮し、幼稚園、保育園の教育、保育の内容につい
て、充分な検討を行い、市立幼稚園の統廃合および総合施設の設置等により、
幼保の一体化を図る。

施策の選択と効率よい行政経営

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 教育総務部・保健福祉部

公共施設の効果的・効率的な配置と運営

学校教育施設の適正配置

実　　施　　内　　容　　（目　　標） 備　　　　考

国において、文科・厚労省にまたがった「幼保一体の総合施設」の導入と、そのあ
り方を検討(平成１7年度モデル事業実施）されているところから、その方向性に
沿って、幼稚園の再編と、総合施設の設置についての調査研究を教育委員会と
保健福祉部で行い、幼保一体化事業を行う。

奈良市　行財政改革　実施計画

順
次
計
画
の
実
施
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3

(５)

③

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

年

度

別

計

画

未　利　用　地
貸　付　　　　２５件
売　却　　　　　１件

普通財産の適正管理を行い、有効利用を図り、貸付や
売却を推進

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 財務部 管財課

市有遊休地の有効活用と売却検討

施策の選択と効率よい行政経営

公共施設の効果的・効率的な配置と運営

遊休施設等の効果的な活用

目 的
未利用土地については、積極的な情報提供を行うことにより、市全体で利活
用を図る。また、利活用の予定のない土地については、公売等により処分し管
理経費を節減する。

全 体 計 画 普通財産の適正管理を行い、貸付や売却を行う。

年 度 備　　　　考実　　施　　内　　容　　（目　　標）

遊休化している普通財産の貸付や売却の推進

奈良市　行財政改革　実施計画

継
続
実
施
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３

(６)

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

企画政策課

　外郭団体の経営の改善

施策の選択と効率よい行政経営

外郭団体の経営の健全化

管理運営の改善

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 企画部

年 度 備　　　　考

目 的

全 体 計 画

自立的経営を促進するため、運営の適正化・事業の効率化を図る。

経営に関する市の人的支援(派遣職員)・財政支援（補助金・委託料等）を
見直すとともに、実施事業についても事業内容の見直しを行う。
また、経営の自己評価並びに経営に係る情報の公開を促進し、経営改善を
図る。

１１名

市派遣職員
１５名

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

備 考

年

度

別

計

画

検　　　討

奈良市　行財政改革　実施計画

経
 
営
 
改
 
善
 
推
 
進

－71－



３

(６)

①

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

備 考

目 的

全 体 計 画

年 度 実　　施　　内　　容　　（目　　標）

年

度

別

計

画

保有土地の利活用方針の確定を行い、「土地開発公社
経営健全化対策」（総務省）制度を申請

「土地開発公社経営健全化対策」（総務省）制度の活用
により経営健全化を推進（平成１８年度～平成２２年度）

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課 企画部 企画政策課

　土地開発公社の経営の健全化

施策の選択と効率よい行政経営

外郭団体の経営の健全化

管理運営の改善

土地開発公社保有地の利活用の方針と問題点の整理を行い、早期・中長
期(凍結・処分も含む。)の方針決定と土地開発公社経営健全化を推進す
る。

長期(５年以上)にわたり保有しており、処分の目処が立っていない土地につい
て、土地開発公社経営健全化対策委員会において、利用及び処分について
の調整を行い、土地開発公社の経営の健全化を図る。

・土地開発公社経営健全化対策検討委員会開催
・保有土地の現況調査及び今後の活用計画と問題点
  の整理

備　　　　考

奈良市　行財政改革　実施計画

総
務
省
申
請
に
よ
る

年
次
計
画
に
基
づ
く

健
全
化
の
推
進

経営健全化後に
おける継続推進
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３

(６)

②

部名 課名

実
績

平 成 １ ６ 年 度

平 成 １ ７ 年 度

平 成 １ ８ 年 度

平 成 １ ９ 年 度

平 成 ２ ０ 年 度

平 成 ２ １ 年 度

平成２２～２５年度

外郭団体の経営の健全化

整理・統廃合の推進

目 的

行 革 番 号

実 施 計 画 名

所 管 部 課

　外郭団体の統廃合による事務の効率化

企画部

施策の選択と効率よい行政経営

企画政策課

年 度

全 体 計 画
指定管理者制度に対応できる外郭団体をめざし、あらゆる面から業務の効率
化・活性化を図るための検討を行い、実情に応じた整理・統合を行う。
対象は出資比率５０％以上の１１外郭団体とする。

年

度

別

計

画

検　　　討

備 考

実　　施　　内　　容　　（目　　標）

効率的で自立した経営を行い、指定管理者制度に対応できる外郭団体とす
るため、整理・統合を行う。

備　　　　考

奈良市　行財政改革　実施計画

順
次
実
施

検
討
・
準
備
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奈良市行財政改革推進本部

奈良市企画部企画政策課
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奈良市二条大路南一丁目１番１号
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メールアドレス
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